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内部統制報告書の訂正報告書の提出に関するお知らせ 

 

当社は、本日公表の｢過年度有価証券報告書等ならびに決算短信の訂正に関するお知らせ｣に記載し

ましたとおり、過年度の有価証券報告書、四半期報告書ならびに決算短信に関し訂正作業を行い、本

日、必要な訂正報告書等を提出するとともに、金融商品取引法第２４条の４の５第１項に基づき、開

示すべき重要な不備がある旨を記載した｢内部統制報告書の訂正報告書｣を提出しましたので下記の

とおりお知らせいたします。 

  株主、投資家、取引先を始め関係各位には多大のご迷惑、ご心配をおかけしましたことを衷心より

深くお詫び申しあげます。 

 

記 

 
１．訂正の対象となる内部統制報告書 

第５８期内部統制報告書 (自平成２３年４月１日 至平成２４年３月３１日) 
２．訂正の内容 

訂正内容は次のとおりです(なお、訂正部分には   線を付して表示しています)。 
 
３【評価結果に関する事項】 
 （訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると

判断いたしました。 
 
 （訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすことになり、開

示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。従って、平成２４年３月３１日現在において

当社の財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 
 

記 

     
当社は、平成２４年３月期の工事原価の処理に関し、名古屋支店において一部不適切な会計処理

 1 



が行われていた可能性があることが判明したため、平成２５年３月２８日に法務、会計の専門家

を交えた内部調査委員会を設置し、不適切な会計処理の内容等につき徹底した調査を行ってまい

りました。同委員会による調査の結果、平成２４年３月期決算において名古屋支店の｢介護老人保

健施設シンセーロ会所新築工事｣に係る工事未払金が総額で９,６２２万円(消費税等を除く)未計上

になるとともに、同支店の他の工事の工事原価として付け替えが行われ、翌期の平成２４年９月

から同２５年２月にかけて支払われていた事実が明らかになりました。 
本件に対する当社の対応として平成２４年３月期以降の決算を訂正し、平成２４年３月期の有

価証券報告書及び平成２５年３月期の第１、第２、第３四半期報告書の訂正報告書を提出いたし

ました。 
本件については、取締役以下の役職員のコンプライアンスを踏まえた業務処理に対する自覚が

不十分であったことに加え、全社的な内部統制の重要な一部として取締役の業務執行を相互監視、

監督すべき取締役会の機能が不十分で統制環境に不備があったこと、工事原価の計上業務プロセ

スにおいて担当部署と管理・経理部門の相互牽制、モニタリング等が不十分であったこと等の統

制手続の不備に起因するものと認識しております。以上のような財務報告に係る内部統制の不備

は、財務報告に重要な影響を及ぼし、開示すべき重要な不備に該当すると判断し、当事業年度末

日時点における当社の財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 
当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分認識しており、財務報告に係る内部統制の重

要な不備を是正するため同委員会から提言を受けた以下の改善策に基づき、速やかに再発防止対

策を策定のうえ着実に実行し、全役職員が一丸となって信頼回復に努める所存です。 
（１）工事管理上の改善策 

①工事状況月報により報告する出来高の内容精度の向上化 
②工事現場の状況変化に係る経緯、現状、理由等の記録・報告化 
③上位者の決裁の適時・適正化 

（２）不適切な会計処理を防止するための組織上の改善策 
  ①工事現場の抜き打ち調査・監査の導入 
  ②監理室の拡充 
  ③現場社員の弁護士等の法律専門家への随時相談体制の構築 
  ④現場社員の公認会計士等の経理専門家への随時相談体制の構築 
  ⑤部署に応じた研修会の実施 
  ⑥営業段階から工事(現業)部門も参加した社内協議体制の構築 

以上 
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